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要約 

本稿の目的は伝統的工芸品を制作する職人の技能、伝統的工芸品の価値と技能の関係、伝統的工

芸品産業の特殊性と技能の関係の 3 つの観点から、伝統的工芸品産業の技能継承の問題の所在を

明らかにすることである。現在、伝統的工芸品産業は数多くの課題を抱えているが、その中でも

技能継承問題は我が国固有の伝統と文化の行く末を左右する重要な問題である。技能継承に関し

ては、これまでも官民問わず種々の取り組みが実施されてきているにも関わらず、未だに効果的

な解決策が見出されていない。本稿では、技能継承問題が解決に至らない原因を、そもそもの問

題の所在が顕在化されていないことに起因すると仮定し、まず“技能”の定義を行ない、ものづ

くりにおける近年の技能継承の動向について論じた。その結果を踏まえ、伝統的工芸品産業の技

能継承に関する既存の取り組みを集成・精査し、伝統的工芸品産業特有の技能継承の問題の所在

について顕在化を行なった。本稿を通じて、①産業を構成する産地・業種・職種の概念、②道具

や材料といった作業環境および技能の評価基準、③産業的側面と文化的側面の 3 点が問題の所在

として顕在化された。 
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1 緒言 
1.1 伝統的工芸品の定義 

日本には長年に渡り受け継がれ、育まれてきた数多くの伝統工芸が存在している。伝統工芸と

いう言葉は辞書によると、「日本の伝統的な技術を基礎に、現代生活に即した作品を創造し、新

しい伝統を築くことをめざす工芸。また、その作品。天然素材を用いた手作りを本旨とする。」と

ある 1)。伝統工芸には古くは仏教伝来を起源として発展を遂げてきたものや、江戸時代に各藩の

奨励策によって興ったものなどがあり、その始まりは様々であるが、日本各地の地場産業として

発展してきた経緯がある 2)。 
しかし、伝統工芸は明治時代以降の機械生産を中心とした産業構造の変化により、変質と衰退

を余儀なくされた。特に戦後の高度経済成長に伴い、世の中の流れが大量生産・大量消費に傾く

と、手工業のため少量生産が主である伝統工芸は産業的な岐路に立たされた。昭和 40 年に入り、

大量消費社会への反省から、本物志向が高まり、伝統的なものへの回帰によって伝統工芸のニー

ズが高まったことや、伝統工芸の産業的保護を推進する気運が高まってきたことにより、昭和 49
年 5 月に「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」（以下、伝産法）が制定された 3,4)。伝産法に

よる“伝統的工芸品”の定義は以下の 5 つの要件に示される 5)。 
 

一．主として日常生活の用に供されるものであること 
二．その製造過程の主要部分が手工業的であること 
三．伝統的な技術又は技法により製造されるものであること 
四．伝統的に使用されてきた原材料が主たる原材料として用いられ、製造されるものである

こと 
五．一定の地域において少なくない数の者がその製造を行い、又はその製造に従事している

ものであること 
 
この法律に基づいて経済産業大臣により指定を受けている伝統的工芸品は、全国で 218 品目存

在している（平成 25 年 12 月 26 日現在）6)。この法律において、なぜ「伝統工芸品」ではなく、

「伝統的工芸品」という呼称が用いられているかというと、「的」という語を加えることによっ

て、「工芸品の特長となっている原材料や技術・技法の主要な部分が今日まで継承されていて、

さらに、その持ち味を維持しながらも、産業環境に適するように改良を加えたり、時代の需要に

即した製品作りがされている工芸品」という意味を表わしているためである 7)。対して伝統工芸

品という呼称には明確な定義はなく、一般的に長年に渡り受け継がれている技術や技法を用いて

作られた工芸品を総称して伝統工芸品としており、各地方自治体が定める伝統工芸品が存在する。

例として、京都府では京都府知事指定伝統工芸品があり、京象嵌や京印章、丹後ちりめんなどの

京都を代表する工芸品を指定する「京もの指定工芸品」、京もの指定工芸品に使用されている技

術などを活用して新たに生み出された京都の伝統工芸品を指定する「京もの技術活用品」、そし

て京都の生活文化に欠くことができない京都の伝統食品を指定する「京もの伝統食品」がある 8)。

ゆえに、伝統工芸品が伝統的工芸品であるとは限らないが、伝統的工芸品は伝統工芸品であると

いうことになる。 
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1.2  伝統的工芸品産業が直面する課題と対応策 
昨今の経済のグローバル化、安価な輸入品の増大、さらには情報革新などによる生活様式の変

化や長引く不況などを背景として、伝統的工芸品の売上は低迷し、それに伴う経営難や後継者不

足が生じるなど、伝統的工芸品産業は現状として様々な問題を抱えている。経済産業省製造産業

局伝統工芸品産業室「伝統的工芸品産業をめぐる現状と今後の振興施策について（平成 23 年 2
月最新版）」）においても伝統的工芸品産業の生産額は昭和 50 年代をピークに年々減少し続けて

いることが示されている 9)。図 1 に伝統的工芸品産業の生産額などの推移を示す。また、伝統的

工芸品産業が直面している課題としては、主に表 1 に示す 5 つの課題が挙げられる。 
 

 
図 1 伝統的工芸品産業の生産額などの推移 

出典：財団法人伝統的工芸品産業振興協会 

 
表 1 伝統的工芸品産業が直面する課題 

1. 需要の低迷 

① 

② 

③ 

④ 

少子高齢化による人口の減少 
国民のライフスタイルの変化 
大量生産方式による安価な生活用品の普及 
海外からの輸入品の増加                                               など 

2. 量産化が出来ない 

① 

② 

③ 

基本は「手作り」：手間と時間をかけた丁寧な仕上げ 
原材料、技術、社会へのこだわり：多岐にわたる複雑な工程 
企業活動の規模が小規模：1 社あたりの平均従事者数は 5.2 人 

3. 人材・後継者の不足 

① 

② 

③ 

産地の従事者数は昭和 50 年代と比べて約 3 分の 1 に減少 
従事者の高齢化 
売上の不振などにより、後継者を受け入れる側の体制が整わない                             など  

4. 生産基盤（原材料/生産用具）の減衰・深刻化 

① 

 

② 

原材料は主に自然材料であり、貴重な有限の資源。したがって、再生産には制約があること、原材料として再生・活用・

使用できるようになるまでには相応の時間が必要であることなど、減衰・枯渇は深刻化 
産業活動の縮小が生産用具の使用機会の減少をもたらし、需要と供給が見合わず廃業を余儀なくされる事態 

5. ライフスタイル・価値観の変化と情報不足 

① 

② 

③ 

 

④ 

利便性・機能性が重視される日常生活 
冠婚葬祭・神仏儀礼などの伝統的・慣習上の機会の減少 
消費者において、伝統的工芸品の「本物の良さ」や、日常生活における使用・活用・メンテナンス方法などについて情報・

理解が不足している 
特に若年層において、伝統的な文化や生活に対する体験や知識が不足している 

経済産業省製造産業局伝統工芸品産業室 

「伝統的工芸品産業をめぐる現状と今後の振興施策について（平成 23 年 2 月最新版）」）を基に筆者が作成 
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これらの問題を受けて、需要を惹起する新商品開発や販路の開拓、人材・後継者の確保・育成、

日本政府観光局（JNTO）を通じた海外への PR が進められている。また、品質表示、本物の良さ

や特性の普及などが行なわれている。さらに、経済産業省の「伝統的工芸品産業支援補助金」制

度や京都府の「伝統と文化のものづくり産業振興補助金」など、国や地方自治体からの支援策も

数多く行なわれている 10,11)。しかし、伝統的工芸品産地はそのほとんどが個人事業や中小・零細

企業によって支えられているため 12)、次代への継承ができずに既に失われてしまった工芸や技能

も少なくない。このように伝統的工芸品産業は数多くの課題を抱えているが、本稿ではその中で

も特に伝統的工芸品産業の技能継承における課題解決を研究の主目的とする。 
 

1.3  伝統的工芸品産業の技能継承に着眼する意味 
図 1 に示すように 2009 年の伝統的工芸品産業の生産額・従事者数はピーク時に比べ、3 分の 1

程度にまで減少しており、わずか 30 年の間に産業自体が大規模な減衰を辿っていることが分か

る。また、2009 年度の 50 歳以上の産業従事者の割合が 64％であるのに対し、30 歳未満の割合が

5.6%と従事者全体の高齢化も進んでいるため 9)、従事者人口が極端な逆ピラミッド型となってい

る。この資料からも産業を支える母体が揺らいでいるということは明らかであり、早急な技能の

継承が求められる。 
そもそも、何故技能を継承する必要があるのかと言うと、伝統的工芸品を制作する技能という

無形の財産は国の伝統と文化の発展のためには不可欠と考えられるからである。伝統的工芸品の

制作にかかる技能は、歴史の変遷に対応しながら長期に渡り国の文化の発展に資してきた技能で

あり、国のものづくり産業の根幹を支えるものである。そのため、技能の消失は我が国固有の伝

統と文化の消失と同意であると言える。伝統的工芸品自体は有形のものであるため、一度制作す

れば職人がいなくても、形としてある程度の期間後世に残すことは可能である。しかし、工芸品

を新たに作るため、そして保持するための技能は無形であるため、一度消失してしまえば、再興

が非常に困難となる。ゆえに、既存の文化財や工芸品を将来に渡って継承していくためにも技能

の継承は重要と考えられる。 
また、ものづくりの現場において、技術を理解している技術者の存在ももちろん必要であるが、

技能によってものづくりを実践的に発展させていく技能者の存在がなければ、この先のものづく

り産業は現状維持かつ頭打ちとなり、それ以上の発展は望めない。現在のものづくり産業の大多

数を占める機械生産中心のものづくりであっても、その根源にあるのは伝統的な手工業である。

そのため、本稿では技能者という人間自身に依存する能力の継承を研究の対象とする。 
 

1.4 問題の所在と研究の目的 
伝統的工芸品産業における技能継承に着眼した取り組みは官民問わず種々の解決策が考案・実

施されている。それにも関わらず、技能継承問題には依然として改善の兆しが見られない。状況

の改善が見られないということは、そもそも解決すべき問題が何であるのかという問題の所在が

漠然としている可能性がある。つまりは、問題が問題として挙げられているから、それが解決す

べき問題であるというトートロジーを打破できない解決策の考案・実施が繰り返されていると考

えられる。そのため、技能継承について考える前に、「技能とはどのようなものであって、何故継

承が困難であるのか」という点をしっかりと考えなければならない。真に問題を解決するために

は、解決策を試みる前に問題とされているもの自体の問題の所在とは何であるのかということを
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丁寧に検証する必要がある。 
例えば、既存の取り組みでは技能継承を目的にしたものであっても、“技能”と“技術”の定義が

曖昧な場合や、両者を同義として捉えている場合も多い。また、総務省が推進するデジタルアー

カイブ 13)による地域文化の保存・継承なども着々と進められている。しかし、保存は必ずしも継

承につながるとは限らない。特に、伝統的工芸品は機械によって製造されるものではなく、職人

の手によって制作されるものである。そのため、技能と技術の差異を踏まえた継承を行なう必要

がある。なぜならば、今なお職人の技能が技術化されずに手工業のままであることに、継承を考

えるための大きな手がかりがあると考えられる。しかし、既存の取り組みではこの点が十分に議

論されていない。ゆえに、本稿ではまず技能の定義を明らかにし、その上で伝統的工芸品を制作

する職人の技能とはいかなるものなのかについて考察する。また、伝統的工芸品自体の価値と技

能の関係についても不明な点が多い。例えば、伝統工芸品の価値とはどのように形成されている

ものなのか、価値は職人の技能に依存するのかなどの議論が必要と考えられる。そのため、技能

継承を考える上では価値と技能の関係についても論じる必要がある。さらに、伝統的工芸品産業

はものづくり産業の一つでありながらも、一般的なものづくり産業とは異なり、伝産法に規定さ

れた特殊性や地場産業としての地域性を持つ。そのため、職人が技能を継承する基盤となる産業

についても検討を行なう必要がある。 
ゆえに、本稿では伝統的工芸品を制作する職人の技能、伝統的工芸品の価値と技能の関係、伝

統的工芸品産業の特殊性と技能の関係の 3 つの観点から、伝統的工芸品産業の技能継承に関する

既存の取り組みを集成・精査することによって、伝統的工芸品産業の技能継承における問題の所

在を顕在化させることを目的とする。 
 

2．技能の定義と本稿が対象とする技能 
2.1 技と技能と技術 

伝統的工芸品産業の技能継承について言及する前に、ここではそもそも「技能」とは何を示す

ものかを明示するために、「技」・「技能」・「技術」の違いについて整理を行なう。森は、元 「々技」

という言葉の中に「技能」と「技術」が含まれており、技のうち人の働きや動きに着目した内容

が「技能」として行為・能力を表わし、技の表現・伝達・置き換えに着目した内容が「技術」と

して方法・手段を表わしたと述べており、両者の決定的な違いは伝播・流通にあるとしている 14)。 
また、三好はものづくりの立場からの技能とは、「コストをかけても自動化できない作業能力、

知識」、「言葉や数値でいい表わせないような作業能力、知識」、「暗黙的(Implicit)な知識」である

としており、それに対して技術とは「コストをかければ自動化できる作業能力、知識」、「言葉、

数値あるいはコンピュータプログラムで表現できる作業能力、知識」、「明示的(Explicit)な知識」

としている。さらに、技術と技能は必ずしも互いに独立して存在しているのではなく、重複した

部分を持っており、科学や工学が進歩すれば技能を技術に置き換えることが可能な領域があると

述べている 15)。 
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図 2 技・技能・技術の関係性 

 
以上の考えを基に技・技能・技術をまとめた結果を図 2 に示す。技は技能と技術の両方を内包

する概念である。技能は行為・能力を示すが暗黙的領域であるため、継承が困難とされる。また、

技術は技能を伝達可能な表現として置き換えた方法・手段のことであるため、明示的領域であり、

継承が容易となる。両者は独立した存在ではなく、重複部分を持つため、その重複部分における

技能は科学的あるいは工学的手法によって技術に置き換えが可能となる。 
 
2.2 技能と暗黙知 

職人はマニュアルから技術を学び、技能を身に付けているわけではなく、長期に渡る修業によ

って、実践的に技能を習得している。そのため、職人は皆一定の技能を持ち合わせているわけで

はなく、個々人が長年の経験から得た個々人の感性やノウハウに基づいて作業を行なっている。

そして、職人は自らが持つ感性やノウハウを技能として実際に表出することはできても、それを

言葉で表現しようとしたとき、他者に理解できる形で表現することが困難であるとされる。特に

長年の経験を通じて身に付いた身体的技能は言葉にすることが難しいため、技能継承のためには、

実践による技能の継承が不可欠であるとされている。 
この技能者の持つ技能は M. Polanyi が提唱した「語られることを支えている語らざる部分に関

する知識」である暗黙知に準えられることが多い 16)。なお、先述の三好が指摘する暗黙的領域も

この暗黙知と同意と考えられる 15)。また、野中らは暗黙知を形式知の対概念として用いる形で知

識経営論を構築している 17)。野中らは暗黙知と形式知の 2 つの知識を個人・集団・組織などの間

で、相互に絶え間なく移転していくことで新たな知識が創造されるということを提唱しており、

共同化・表出化・連結化・内面化の 4 つのプロセスによって知識の移転が行なわれるとしている。

しかし、野中らと Polanyi とでは、暗黙知自体の解釈が異なっていることが指摘されている 18,19)。

大崎は両者の暗黙知は「経験知」や「身体知」という共通点を持ちながらも、Polanyi の暗黙知は

表出伝達不可能であり、野中らの暗黙知は表出伝達可能という点で異なっているとの見解を示し

ている。また、大崎は職人の技能継承について、暗黙知の観点から以下の考えを示している 20)。 
 

職人が自分の技能を弟子に伝えようとするとき、たとえば自分の技能についてのマ

ニュアルを用意し、口頭による補足の説明を追加し、さらに必要に応じて見様見真似で
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る。「マニュアル」「口頭による補足説明」「見様見真似の伝達」が、きっかけになるこ
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3. 技能継承に関する近年の動向 
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など、政府や企業による様々な技能継承の取り組みが行なわれた 22,23,24)。 
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る。伊東らは截金の技能継承に着眼し、熟練者と非熟練者の作業中の筋電図と呼吸パターンの比

較を行なうことによって、技能者の力の入れ具合や緊張などの外側からは知ることのできない内

的な状態に関する暗黙知を考察している 25)。藤波は陶芸の菊練りを題材として、モーションキャ

プチャを用いて熟練者と経験者、そして初心者の全身動作を解析し、菊練り動作において体の安

定性が重要であることを明らかにしている 26)。また、成田らは蒔絵の粉蒔き動作に着眼し、動作
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定量化のための要素の抽出を行なっている 27)。これらの研究成果により、これまで目に見えなか

った、あるいは見えていても理解することが難しかったコツが可視化されたことは、今後の技能

継承の一助となると考えられる。 
 

3.2  技能抽出の問題点 
しかし、科学的手法を用いた技能の定量化が進む一方、定量化が抱える問題点も指摘されてい

る。竹内らは伝統を維持しつつ、その変化を保障するものを「伝承」として捉えており、ビデオ

やモーションキャプチャを用いた身体動作の伝承だけでは、動きにおける意味づけが等価になっ

てしまい、変化を伴う芸能においては伝承の動きとは異なるものを伝えてしまう可能性があるこ

とを指摘している 28)。竹内らが対象としているのは民俗芸能であり、工芸の技能継承を直接的な

研究対象としているわけではない。しかし、工芸も民俗芸能と同様に、熟練技能者と後継者が全

く同じ動作をするということは身体的・生理的にあり得ないことから、工芸においても動きにお

ける意味づけの等価は意味をなさないと考えられる。技能の定量化によって得られる成果は、確

かに一つの指標ではあるが、絶対的な指標ではないということを常に考慮する必要がある。 
また、香川が指摘するように、形式知は初心者の実践を助ける道具や教育者にとっての指導の

助けとなり得ても、高度な専門家の発達を保証するわけではない 29)。香川は形式知と実践知を比

較し、形式知が排除するものが実践家の発達にとって不可欠なものであるとしており、形式知化

の際に排除された具体的状況の曖昧さや問題解決上、必要なものだけでなく不必要なものが混ざ

った雑多性、刻々と変わる動態性などが実践知には必要であるとしている。 
誰もが理解可能なように技能を技術化する試みは非常に重要である。しかし、真に必要なのは

熟練者の持つ高度な技能を次世代の技能者に伝えることではないだろうか。技能継承において重

要なことは、初学者向けに技術を明示化することだけではなく、暗黙的領域に属する技能をいか

に継承していくかということである。暗黙的領域を明示化するにあたっては、誰のための何のた

めの明示化なのかという点、つまりは対象と目的に十分に留意した上で事を進めていく必要があ

る。この点が曖昧なままでは、どれだけ科学的手法が発達し、これまで不可能であった正確な計

測がされようとも、技能継承の根本的な問題の解決には至らない。 
少なくとも、2007 年問題において指摘されたような高度なものづくり技術や伝統工芸の熟練

技能は、技能者に依存する技能であり、機械化が困難とされてきた技能であることから、形式知

として万人に分かるような知識に置き換わる可能性は非常に低い。必要とされるのは、形式知化

が困難な暗黙的領域から中級技能者が上級技能者になるための手がかりとなるものを収集する

ことであると考えられるが、現状の取り組みではこの点が打破できていない。 
 

3.3 熟練技能者による語り 
このように、技能の定量化を進める研究が増える一方で、定量化することによって消えてしま

う曖昧な部分や技能者（伝承者）の語りや経験に着眼した研究の必要性が言及されるようになっ

てきている。例えば先述の竹内は民俗芸能の伝承における語りに着眼し、伝承者の語りが「今・

ここ」の動作だけでは捉えることのできない先行世代との関係性を捉え、後続世代に伝える役割

を果たしているということを指摘している 30)。また、竹内らは世代間の関係性という観点から

「経験を伝える」という行為とはどのようなものなのかについて明らかにするために、京舞の伝

承者を対象としたライフストーリー・インタビューを行なっている 31)。さらに、松本は鋳造の熟

 

練技能者の動作計測によって、技能の可視化を行なう一方、動作の解析のためには、何をどのよ

うに制御しようとしているのかについての熟練技能者に対する聞き取り調査と実際の加工物の

数値的関係の解析を行なうことによって、はじめて動作の意味が判明するとしている 21)。 
先にも指摘したように、手工業における技能者はあくまでも人間である。人間である以上、経

験や年齢を重ねることによる変化を含んでおり、個人のバラつきも大きい。また、社会環境の変

化に影響されるところも大きい。特に近代化によって、手工業を取り巻く状況は急激に変化して

いる。その中で技能者の持つ経験や知見を技能者自身に語ってもらい、記録することは形式知化

や定量化の観点からすると非常に曖昧と考えられる。しかし、技能者の語りを記録することは、

曖昧性を含むからこそ、形式知化の際に消えてしまう問題を掬い上げ、より高度な技能者の発達

の一助となる可能性を含んでいると考えられる。 
科学的手法を用いた技能の可視化や定量化によって、人間の感覚だけでは理解し難い技能が技

術化され、形式的な意味を持つことは大変有意義である。しかし、数値はあくまでも計測の結果

であり、技術記録に留まっているのが現状である。それを技能継承に結びつけるためには、技能

者に対する本質的な問いや意味づけが必要とされるが、現状としては定量的手法と定性的手法が

別々に用いられており、両手法を包括した実践がなされていない。 
 
4.  伝統的工芸品産業の技能継承基盤 
4.1  産地・業種・職種 
ここまでは伝統的工芸品産業のみに限定せず、他のものづくり産業の事例も交えて技能継承に

ついて述べてきた。しかし、伝統的工芸品産業は他のものづくり産業とは異なる産業体制を形成

しているため、その点についても考慮する必要がある。 
まず品目についてであるが、現在指定を受けている伝統的工芸品の品目数は 218 品目ある。指

定品目を業種別にまとめると表 2 の区分となる。 
 

表 2 業種別指定品目数 
業種 品目数 業種 品目数 
織物 36 和紙 9 
染色品 11 文具 9 

その他の繊維製品 4 石工品 4 
陶磁器 31 貴石細工 2 
漆器 23 人形・こけし 8 

木工・竹工品 31 その他の工芸品 17 
金工品 14 工芸材料・工芸用具 3 

仏壇・仏具 16 合計 218 

一般財団法人 伝統的工芸品産業振興協会調べ 

 
業種別に見ると、織物の 36 品目を最大として、陶磁器や木工・竹工品、漆器などが多く指定

されているが、業種が同じでも品目や産地によって事情が全く異なるため、一括りにはできない。

冒頭で述べた通り、伝統工芸は元来地場産業として発展してきた経緯があるため、伝統的工芸品

は産地毎の特色を持っている。産地の違いという点に関して、山田は伝統工芸技術の継承や技能

の伝承が産地に埋め込まれた社会的要因や歴史的要因とどのように関わることによって、伝統産
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地が生き続けてきたのかという問い、そして伝統産地を支える人々はいかなる役割を果たしてき

たのかという問いから、経営学的視点を持って伝統的な陶磁器産地である有田と信楽について論

じており、産地構造の違いが市場競争や人材の育成に与える違いについて明らかにしている 32)。

また、佐藤らは近代化による漆器産地の産地構造の変化に着眼し、石川県輪島地区、秋田県川連

地区、福島県会津若松地区、そして石川県山中地区の 4 産地を「工人型」と「商人型」で類型化

しており、同業種の工芸における産地毎の差異を明らかにしている 33)。これらの先行研究に示さ

れるように、伝統的工芸品産業について考察する際には、産地ごとの特性を考慮する必要がある。 
さらに、伝統的工芸品の多くは分業制によって作られており、同業種の中にも多くの職種が含

まれているため、職種間の違いについても考慮する必要がある。例えば、漆工芸が顕著な例とし

て挙げられる。漆工芸の指定品目である青森の津軽塗、神奈川の小田原漆器、京都の京漆器など

は製造工程に大きな違いがある。そのため、製造に関わる職人の職種や産業構造にも大きな違い

があり、同じものとしてひとまとめにすることはできない。ゆえに、産地・業種・職種という 3
つの区分が伝統的工芸品産業について考える上では欠かすことのできないものであると言える。 

先行研究として、林部は伝統工芸の技能伝承の実態を明らかにするために、鬼瓦製造や有田焼

などの日本各地の伝統工芸を対象として、伝統工芸指定を受けた親方と弟子に対しての面接と取

材調査を行なっている 34)。林部の研究では複数の事例が調査されており、伝統工芸の技能継承に

共通する一般的な結論が導き出されている。しかし、先に示したような産地・業種・職種による

特色が強い伝統的工芸品産業においては、複数の事例から共通の概念を導き出すだけではなく、

個々の事例に着眼し、事例間の本質的な結合関係を導き出すことが重要であると考えられる。普

遍性はなくとも、一つの事例を深く掘り下げることによって、これまで認識されていなかった問

題の本質を浮き彫りにすることが必要とされる。 
 

4.2 伝統的工芸品の価値 
次に、伝統的工芸品の価値と技能の関係性について述べる。伝統的工芸品の制作に用いられる

材料は木や竹、漆などの天然材料が多く、材料自体の品質が常に一定ではない。そのため、材料

の品質のバラつきや、制作時の天候や気温、湿度などの環境に応じて制作方法を変化させる必要

がある。そのため、結局は個々の職人の技能に依存して制作が行なわれる。不安定な天然材料か

ら安定した製品を供給するためには、環境に応じた柔軟性が必要とされるため、技能の修得には

多様な経験を通じた知識の形成が必要となる。 
また、表 1 に示されるように、近年は伝統的工芸品を制作するための材料・道具などの生産基

盤の減衰化・深刻化が進んでいる。例えば、日本を代表する工芸である漆工芸に用いられる漆に

関しても、日本国内で流通している漆の 98％強は中国などからの輸入で賄われており、国産漆の

流通はわずか 2%弱となっている 35)。漆工芸の加飾に用いられる蒔絵筆に関しても、需要低迷に

よる収益性の低下に伴い、蒔絵筆製作人材の減少、高齢化が進んでいる 36,37)。伝統的工芸品産業

の場合、原材料や道具の生産が止まってしまうと、いくら職人が技能を持っていても工芸品の制

作や技能の継承が困難となる。技能は技能単体として存在するのではなく、技能を発揮するため

の対象やそれを取り巻く環境とともにある。そのため、将来的に代替材料や道具を取り入れてい

くにしても、これまで使われてきたものの特性や意味を無視して、新しいものに取り替えること

はできない。ゆえに、技能を論ずるためには、材料や道具といった作業環境の連関の上に議論を

行なう必要がある。 

 

さらに、伝統的工芸品の場合、機械生産のように同じものが大量に作られるわけではなく、多

品種少量生産が主であり、完全受注生産の一点物の制作も多い。そのため、伝統的工芸品を制作

するためには需要に応じた技能が必要とされる。同じものを反復的に生産していく場合には技能

の修得は自然と早くなると考えられるが、伝統的工芸品の場合は生産体制の在り方として、同一

製品の反復生産が困難である。また、伝統的工芸品を生み出す技能には明確な指標が存在してい

るわけではなく、工芸品の作り方自体も綿密に規定されているわけではない。工程表などで説明

されるように作り方が大枠で決められている場合であっても、職人によって作り方は多種多様で

あり、さらに天然材料を扱う柔軟性も加味される。そのため、技能を継承するにあたって、何を

基準とするのかを決めること自体が困難である。 
そして何よりも、伝統的工芸品にはモノとしての明確な評価尺度が存在しない。他の工業製品

であれば、用途に応じた実用性・機能性の評価が存在するが、伝統的工芸品にはその良し悪しを

決める明確な基準がない。かつては日用品として使われていた伝統的工芸品も、現在のライフス

タイルの中では実用性・機能性を発揮することが困難となっており、美術工芸品としての価値に

意識が向けられていることの方が多い。ゆえに、職人の技能の良し悪しが何をもって評価されて

いるのかという点も非常に曖昧であり、根本的な問題であると言える。ここにきて、科学的手法

によって技能が定量化されたとしても、それだけでは意味をなさないということを再考せざるを

得ない。その中で技能を評価できる人間とは誰かということを考えると、それは技能者である職

人ということになる。しかし、その点に深く踏み入った調査事例は見られない。「最後の宮大工」

と呼ばれた西岡常一は、自身の著書において研究と職人の関係を以下のように述べている 38)。 
 
職人がいて建物が建って、それを学者が研究しているんですから。先にわしらがある

んです。学者が先におったんやないんです。職人が先におったんです。（西岡他、2005） 
 
外部から尺度を持ち込んで、技能を技術に置き換えることを考える前に、職人の技能や価値観

それ自体にも意識を傾け、定性的な調査を進める必要がある。この点は先述した技能者の語りに

通ずる部分であると言え、職人の技能継承を考えるためには必要不可欠な視点であると考えられ

る。 
 

4.3  産業的側面と文化的側面 
最後に伝統的工芸品産業の特殊性と技能の関係について述べる。伝産法に定められる要件を満

たす上で、伝統的工芸品は一部の工程の機械化や技法の改善、材料の転換が容認されている。そ

のため、文化財保護法の観点からすると、伝産法に規定される伝統的工芸品は純然たる伝統的技

法の保持ではないということが指摘されている 39)。しかし、伝産法は産業振興の観点から定めら

れているため、時代の変化に即した条件緩和はやむを得ない部分であると言える。伝産法と文化

財保護法の相違は、伝統的工芸品が持つ産業的側面と文化的側面の背反が生み出す葛藤であると

推察される。この問題を技能継承という観点から考えた場合、そのどちらもが伝統的工芸品の制

作にかかる技能であるということを考慮する必要がある。つまり、伝統的工芸品を生み出す技能

は、一方では可変が容認された産業的技能であり、また一方では過去から受け継がれてきた技法

などを踏襲した伝統重視の文化的技能であるということである。 
前川らはこの点に関して、現状の伝統的工芸品産業にそぐわない伝産法の要件設定は伝産法の

22



 

さらに、伝統的工芸品の場合、機械生産のように同じものが大量に作られるわけではなく、多

品種少量生産が主であり、完全受注生産の一点物の制作も多い。そのため、伝統的工芸品を制作

するためには需要に応じた技能が必要とされる。同じものを反復的に生産していく場合には技能

の修得は自然と早くなると考えられるが、伝統的工芸品の場合は生産体制の在り方として、同一

製品の反復生産が困難である。また、伝統的工芸品を生み出す技能には明確な指標が存在してい

るわけではなく、工芸品の作り方自体も綿密に規定されているわけではない。工程表などで説明

されるように作り方が大枠で決められている場合であっても、職人によって作り方は多種多様で

あり、さらに天然材料を扱う柔軟性も加味される。そのため、技能を継承するにあたって、何を

基準とするのかを決めること自体が困難である。 
そして何よりも、伝統的工芸品にはモノとしての明確な評価尺度が存在しない。他の工業製品

であれば、用途に応じた実用性・機能性の評価が存在するが、伝統的工芸品にはその良し悪しを

決める明確な基準がない。かつては日用品として使われていた伝統的工芸品も、現在のライフス

タイルの中では実用性・機能性を発揮することが困難となっており、美術工芸品としての価値に

意識が向けられていることの方が多い。ゆえに、職人の技能の良し悪しが何をもって評価されて

いるのかという点も非常に曖昧であり、根本的な問題であると言える。ここにきて、科学的手法

によって技能が定量化されたとしても、それだけでは意味をなさないということを再考せざるを

得ない。その中で技能を評価できる人間とは誰かということを考えると、それは技能者である職

人ということになる。しかし、その点に深く踏み入った調査事例は見られない。「最後の宮大工」

と呼ばれた西岡常一は、自身の著書において研究と職人の関係を以下のように述べている 38)。 
 
職人がいて建物が建って、それを学者が研究しているんですから。先にわしらがある

んです。学者が先におったんやないんです。職人が先におったんです。（西岡他、2005） 
 
外部から尺度を持ち込んで、技能を技術に置き換えることを考える前に、職人の技能や価値観

それ自体にも意識を傾け、定性的な調査を進める必要がある。この点は先述した技能者の語りに

通ずる部分であると言え、職人の技能継承を考えるためには必要不可欠な視点であると考えられ

る。 
 

4.3  産業的側面と文化的側面 
最後に伝統的工芸品産業の特殊性と技能の関係について述べる。伝産法に定められる要件を満

たす上で、伝統的工芸品は一部の工程の機械化や技法の改善、材料の転換が容認されている。そ

のため、文化財保護法の観点からすると、伝産法に規定される伝統的工芸品は純然たる伝統的技

法の保持ではないということが指摘されている 39)。しかし、伝産法は産業振興の観点から定めら

れているため、時代の変化に即した条件緩和はやむを得ない部分であると言える。伝産法と文化

財保護法の相違は、伝統的工芸品が持つ産業的側面と文化的側面の背反が生み出す葛藤であると

推察される。この問題を技能継承という観点から考えた場合、そのどちらもが伝統的工芸品の制

作にかかる技能であるということを考慮する必要がある。つまり、伝統的工芸品を生み出す技能

は、一方では可変が容認された産業的技能であり、また一方では過去から受け継がれてきた技法

などを踏襲した伝統重視の文化的技能であるということである。 
前川らはこの点に関して、現状の伝統的工芸品産業にそぐわない伝産法の要件設定は伝産法の

23



 

理念と矛盾するものであり、指定要件の見直しが検討されるべきであると指摘している。さらに、

産業振興の視点を有する経済産業省管轄の伝産法と伝統技法の継承を目的としている文部科学

省管轄の文化財保護法との連携という点から法的支援制度の在り方についても言及している 40)。

ここから、伝統的工芸品を伝統的工芸品たらしめる法律が実情とそぐわない、あるいは法的支援

制度自体が伝統的工芸品産業を窮地に追いやっていることも看過すべきではないということが

指摘できる。 
伝統的工芸品に指定されている工芸品ではまだ指定解除の例はない。しかし、福井県郷土工芸

品であった春江木芸、名田庄木工品、越前美化木は職人の引退などにより、平成 21 年 3 月 31 日

付で指定の解除を受け、技能の伝承も途絶えたため、事実上の消滅状態にある 41,42)。また、香川

県の理平焼は昭和 60 年度に県伝統的工芸品に指定されたが、平成 4 年度に唯一の製造者であっ

た職人が死去したことによって指定解除を受けた。理平焼は平成 26 年 3 月に香川県伝統的工芸

品に再指定されているが、再指定までに 20 年以上の長い年月を要している 43,44)。このように、

小規模の人数によって支えられている希少伝統工芸品も数多く存在しており、当代の継承者が辞

めてしまえば、その工芸が失われてしまうというものも少なくない 45)。ゆえに、伝産法の指定要

件を満たすことが困難な伝統工芸の今後の在り方も含め、技能の継承には常に産業的側面と文化

的側面が存在するということを理解しておく必要がある。   
現状の施策は一側面のみに特化したものや両者の差異を曖昧にしたままのものが多い。そのた

め、問題の所在が捉えられず、効果的な解決策が見出されないと考えられる。例えば、現在促進

されている伝統的な技術・技法と現代のものづくりとのマッチングは、産業の存続に資するもの

かもしれない。現代生活に即した工芸の在り方は、新しい伝統を築いていく可能性を持つ。しか

し、それだけでは文化財などのこれまで受け継がれてきたモノを存続させることが不可能となる。

長期にわたり受け継がれてきたモノには、先達の技能が込められている。その技能を修得・保持

し、さらにそこから新たなものづくりにつなげる技能継承でなければ、文化的側面は失われてし

まう。だからと言って、文化的側面のみに固執していては、産業の衰退を看過することとなる。

つまり、伝統的工芸品の持つ両側面をしっかりと捉えないことには、産業としても、文化として

も将来的に継承していくことは困難であり、この点への理解が現状の取り組みには欠けていると

言える。 
 

5.  問題の所在の顕在化と今後の展望 
本稿では、伝統的工芸品産業の技能継承に関して、伝統的工芸品を制作する職人の技能、伝統

的工芸品の価値と技能の関係、伝統的工芸品産業の特殊性と技能の関係の 3 つの観点から議論す

ることによって、伝統的工芸品産業の問題の所在について顕在化を行なった。本稿を通じて、伝

統的工芸品産業の技能継承における問題の所在として、以下の 3 点が顕在化された。 
まず 1 点目として、伝統的工芸品産業の技能継承について考えるためには、産業を構成する産

地・業種・職種の差異を考慮する必要があるということが示された。4.1 節で指摘したように、

これまでの取り組みは伝統的工芸品産業全体に焦点を当てており、産地・業種・職種の差異を詳

細に精査した上で技能継承の問題に踏み込んだ取り組みが不足していたため、根本的な問題の所

在が明らかにされていなかったと考えられる。地場産業に起因する伝統的工芸品産業は、同業種

であっても、産地・業種・職種の差異が大きい。そのため、伝統的工芸品産業全体が直面する課

題について、その解決策を議論するのではなく、個々の事例を深く掘り下げることによって、こ

 

れまで認識されていなかった問題の本質を浮き彫りにすることが必要である。しかし、現状とし

ては、この個別性に関する調査が不足しているため、問題の所在が不明確となり、根本的な改善

策を講じることができていない。1.2 節で述べた全体的支援のみではなく、個々の事例をより詳

細に検討していくことが必要とされる。個別性のみに特化し、木を見て森を見ずでは産業全体の

問題解決に資することは難しいと考えられるが、個々の事例研究を積み重ねることによって、事

例間の本質的な結合関係を導き出すことこそが、産業全体の抱える問題の本質を捉えることにつ

ながり、技能継承に資すると考えられる。ゆえに、今後は個々の工芸に着眼し、より深層に踏み

入った取り組みを進めていくことが必要とされる。 
2 点目として、職人が持つ伝統的工芸品の制作にかかる技能は、環境に応じた柔軟性を持つ技

能であるため、道具や材料といった作業環境との連関の上に議論を進める必要があるという点が

4.2 節の議論から示された。また、職人の技能には明確な基準がなく、さらに伝統的工芸品自体

もモノとしての尺度が曖昧なため、技能の評価基準が曖昧であるということが示された。3.1 節

で述べたように、近年進められている技能の定量化の試みは、これまで不可能であった職人のコ

ツの可視化などを可能にした点において、今後の技能継承に資する可能性を持つ。しかし、定量

化だけでは多様性を含んだ技能の継承には不十分である。そのため、3.3 節で指摘したように、

客観的な尺度によって定量化を進める前に、職人の技能や価値観それ自体にも意識を向けた定性

的調査を行なうことが重要である。定性的調査の手法としては、先述の竹内 30)が進めているライ

フストーリー・インタビューの他にも、伝統的工芸品産業の特有性から考えて、調査者自身が研

究対象である工芸の世界に参加して、その実態を多角的に観察する参与観察法 46)なども効果的で

あると考えられる。今後は定性的手法と定量的手法の両手法を包括した実践的取り組みが期待さ

れる。 
最後に 3 点目として、伝統的工芸品産業の技能継承のためには、伝統的工芸品が持つ産業的側

面と文化的側面を考慮した施策を考案・実施する必要があるということが示された。4.3 節で指

摘したように、伝統的工芸品を生み出す技能は、伝産法に定められる可変が容認された産業的技

能であるとともに、文化財保護法に定められる過去から受け継がれてきた技法などを踏襲した伝

統重視の文化的技能である。そのため、両者の特質に配慮した技能継承の在り方が必要とされる。

しかし、現状としては、一側面のみに特化したものや、両者の差異を意識せず、曖昧にしたまま

のものが多いため、問題に対する効果的な解決策が見出されないと推察される。両者の差異をど

のように捉えるのかについては慎重に考える必要がある。しかし、産業的側面のみに着目して伝

統的工芸品に使われる技術を他産業に転用する、あるいは新製品を開発するなどの取り組みだけ

では文化的側面を継承することにはならない。産業として存続していくためには、これまでとは

異なるものづくりの在り方が必要とされているのかもしれないが、受け継がれてきたモノや技能

への理解なしに新しいものづくりへと移行することは技能の継承ではなく、その場しのぎの解決

策で終わってしまう恐れがある。それは、古来より受け継がれてきた日本のものづくりを途絶え

させるとともに、将来のものづくりの発展の可能性を自ら摘み取る行為であると言っても過言で

はない。ゆえに、伝統的工芸品産業は単なる産業ではなく、国の文化を継承していく産業である

ということを意識した上で今後の指針を見出すことが必要とされる。 
本稿では以上の問題の所在を顕在化したことにより、伝統的工芸品産業の技能継承問題を再考

するための新たな視点を示した。今後は顕在化された問題の所在に対する具体的な解決策を議論

していく必要がある。また、時代の変化に応じて産業も絶えず変化していることから、より本質
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もモノとしての尺度が曖昧なため、技能の評価基準が曖昧であるということが示された。3.1 節

で述べたように、近年進められている技能の定量化の試みは、これまで不可能であった職人のコ

ツの可視化などを可能にした点において、今後の技能継承に資する可能性を持つ。しかし、定量

化だけでは多様性を含んだ技能の継承には不十分である。そのため、3.3 節で指摘したように、

客観的な尺度によって定量化を進める前に、職人の技能や価値観それ自体にも意識を向けた定性

的調査を行なうことが重要である。定性的調査の手法としては、先述の竹内 30)が進めているライ

フストーリー・インタビューの他にも、伝統的工芸品産業の特有性から考えて、調査者自身が研

究対象である工芸の世界に参加して、その実態を多角的に観察する参与観察法 46)なども効果的で

あると考えられる。今後は定性的手法と定量的手法の両手法を包括した実践的取り組みが期待さ

れる。 
最後に 3 点目として、伝統的工芸品産業の技能継承のためには、伝統的工芸品が持つ産業的側

面と文化的側面を考慮した施策を考案・実施する必要があるということが示された。4.3 節で指

摘したように、伝統的工芸品を生み出す技能は、伝産法に定められる可変が容認された産業的技

能であるとともに、文化財保護法に定められる過去から受け継がれてきた技法などを踏襲した伝

統重視の文化的技能である。そのため、両者の特質に配慮した技能継承の在り方が必要とされる。

しかし、現状としては、一側面のみに特化したものや、両者の差異を意識せず、曖昧にしたまま

のものが多いため、問題に対する効果的な解決策が見出されないと推察される。両者の差異をど

のように捉えるのかについては慎重に考える必要がある。しかし、産業的側面のみに着目して伝

統的工芸品に使われる技術を他産業に転用する、あるいは新製品を開発するなどの取り組みだけ

では文化的側面を継承することにはならない。産業として存続していくためには、これまでとは

異なるものづくりの在り方が必要とされているのかもしれないが、受け継がれてきたモノや技能

への理解なしに新しいものづくりへと移行することは技能の継承ではなく、その場しのぎの解決

策で終わってしまう恐れがある。それは、古来より受け継がれてきた日本のものづくりを途絶え

させるとともに、将来のものづくりの発展の可能性を自ら摘み取る行為であると言っても過言で

はない。ゆえに、伝統的工芸品産業は単なる産業ではなく、国の文化を継承していく産業である

ということを意識した上で今後の指針を見出すことが必要とされる。 
本稿では以上の問題の所在を顕在化したことにより、伝統的工芸品産業の技能継承問題を再考

するための新たな視点を示した。今後は顕在化された問題の所在に対する具体的な解決策を議論

していく必要がある。また、時代の変化に応じて産業も絶えず変化していることから、より本質
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的に伝統的工芸品産業の実態の解明を行なうためには、本稿で行なったような文献資料からの論

考のみではなく、産業というフィールドの中に入った実践的な研究が必要とされると考えられる。

そうすることによって、伝統的工芸品産業、ひいてはものづくり産業全般における技能継承問題

の解明に寄与できると考えられる。 
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そうすることによって、伝統的工芸品産業、ひいてはものづくり産業全般における技能継承問題
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SUMMARY 
 

Problem identification of skill succession in traditional crafts industries 
 
The aim of this research is to identify the problem identification of skill succession in traditional 
crafts industries. The effective solution for skill succession is not found yet, despite a government 
and people used various methods for solving it. Accordingly, we assumed that the problem is not 
solved in this research, because the problem identification is not found yet. Thus, recent 
endeavors related to the skill succession in traditional crafts industries were gathered and 
examined carefully to discuss the problem identification. As results, the following three problem 
identifications were indicated. (1) Conception of production areas, type of industry and occupation, 
(2) Work environment and evaluation criterion of skill, (3) The industrial side and cultural side of 
traditional crafts industries. 
 
Keywords: Traditional crafts industries, Craftsmanship, Skill succession 
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